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金融広報中央委員会 
（事務局：日本銀行情報サービス局内） 

 
「子どものくらしとお金に関する調査」へのご協力依頼 

 拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 金融広報中央委員会（愛称：マネー情報 知るぽると）は、中立・公正な立場からの正

確でわかりやすい「金融経済情報の提供」と一人ひとりが賢い消費者として自立するため

の「金融経済学習の支援」を全国的に展開しています。 

 本年は、金融教育元年として、学校段階での金融教育の推進に重点を置いて活動を展開

しており、学校におけるお金や金融経済に関する教育（金融教育）の支援活動の参考とす

るため、全国の小学生・中学生・高校生を対象とするアンケート調査の実施を企画してお

ります。 

 この調査は、別添の調査票にございますように、児童・生徒のお金にまつわる日常生活

（お小遣い・お年玉・手伝い・携帯電話・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄなど）、お金に関する意識や金融経済に

関する基本的な知識などを無記名のアンケート方式により、お聞きするものです。 

 ちなみに、生徒さんの記入時間は、当委員会で事前アンケートを実施した結果では、各

学年とも概ね 10～15分程度でした。 

 調査結果は、年齢段階別（小学校低学年・中学年・高学年・中学生・高校生）に全国平

均および地域別平均（北海道・東北・関東・北陸・中部・近畿・中国・四国・九州の９ブ

ロック別）に集計して公表するほか、貴校における単純集計結果および平均値等をご提供

いたします。調査にご協力いただいた場合、貴校における単純集計結果等を全国平均およ

び地域別平均とあわせてご提供いたしますので、全国ならびに地域内の平均的な姿との比

較が可能となります（集計にあたっては、個々の生徒さんの回答が特定されることのない

ように、３名以上の場合に限定させていただきます）。 

 調査の実施および集計は、専門の調査会社（株式会社日経リサーチ）に委託いたします

が、データおよび個人情報の取扱いにつきましては、十分配慮し、プライバシーを保護す

るともに、統計として集計することをお約束いたします。 

 本調査への参加を希望される場合には、裏面にご記入の上、お申込みくださいますよう、

お願いいたします。折り返し、ご連絡いただいた人数分の設問票をご送付いたします（設

問票の返送期限は平成 18 年 2 月中旬となります）。調査票の返送費用は、当方でお支払い

いたしますので、貴校にご負担をかけることはございません。 

 なお、調査へご参加いただける場合には、貴校の所在地の教育委員会（市町村または都

道府県の教育委員会）にその旨のご連絡をいたしますので、申し添えます。 

 できるだけ多くの学校にご参加いただけますれば、幸いに存じます。ご連絡をお待ちし

ております。 



 

平成 17年度は 
 
 
 
 本調査についての質問等がございましたら、下記の照会窓口にお問い合わせください。 
 
調査会社：（株）日経リサーチ＜日本経済新聞社の総合調査機関＞ 

〒101-0048 東京都千代田区神田司町 2-2-7 パークサイド１ビル 

担当：企画営業推進室、福島、冨田、篠原、坂井       

TEL：03－5296－5128  
FAX：03－5296－5107 
E-mail：sakai＠nikkei-r.co.jp 
http://www.nikkei-r.co.jp/ 

 
 
調査主体：            金融広報中央委員会 

〒103-8660 東京都中央区日本橋本石町 2-1-1 日本銀行情報サービス局内 

担当：阿部 弥生  TEL：03－3277－2579  
E-mail：yayoi.abe@boj.or.jp  
http://www.shiruporuto.jp/ 

 
 
 調査に参加できる児童・生徒の人数を年齢段階別にご記入のうえ、（株）日経リサーチ

（FAX：03－5296－5107）に送信ください（締切り：平成 18 年 1 月 16 日＜月＞） 
 
 

ご 芳 名   

貴 校 名   

貴校の所在地 〒    都 道 府 県 

 

貴校の電話番号   

 小学校低学年               名 

調査に協力できる    中学年               名 

児童・生徒の年齢    高学年               名 

および人数 中  学  生               名 

 高  校  生               名 

 
 

 
以  上 

 


